（消費税廃止各界連）2025年1月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税・廃止、インボイス制度の即時廃止を求めています。
◆本日、1月24日、通常国会が開会しました。自公政権が少数与党となった国会では、今までのように強行採決を連発し、国会審議を軽視して与党案だけで法案や予算案を押し通すことはできなくなっています。
◆多くの野党議員が「消費税減税」「インボイス廃止」を公約に掲げて当選し、与党過半数割れを実現しました。党として消費税減税を公約しなかった立憲民主党内でも、70人の議員が参加を表明した「食料品の消費税ゼロ％を実現する会（仮称）」が発足し、消費税減税を党の公約にする動きが広がっています。野党が一致すれば今すぐにでも消費税減税は実現できます。
◆埼玉県議会では、「インボイス廃止を求める意見書」が採択されました。意見書では「インボイス導入から1年経ったが、問題点は改善されず、物価高騰で小規模事業者の経営環境が悪化する中で負担を求められる状況ではない」と強調。「インボイス制度そのものを廃止することが最良」と明確に述べられています。意見書案を提出した自民党県議は「現場から切実な実態が寄せられた」と話しています。埼玉に続き、他の自治体からも意見書を上げる世論と運動を広げ、インボイス廃止を実現させようではありませんか。
◆今、「103万の壁」という言葉が話題になっています。この問題の本質は最低限の生活費には課税をしない「生活費非課税」と、税は能力に応じて納める「応能負担」の原則を貫き、課税最低限を引き上げるということです。
◆1960年代、日本の大蔵省（現財務省）は、「基礎控除」分の年収があれば最低限の生活が送れると説明し、献立表まで発表していました。生活費に課税しないというのは当たり前の共通認識でした。いまでも、日本以外の先進国の多くは年収200万円付近までは課税対象にならないよう基礎控除額を設定しています。例えばイギリスでは237万円で、アメリカは209万円です。
◆日本の基礎控除は30年近く改定されず、48万円という低水準にとどまっています。今回出された与党の改正案でもわずか10万円しか引き上げられず極めて不十分です。抜本的な大幅引き上げを求めることは当然です。
◆生活費非課税、応能負担原則に最も反するのが消費税です。消費税は収入が少ない人ほど負担が重くなるという逆進性が高く、経済を冷やします。今すぐ消費税の引き下げを実行させ廃止をめざしましょう。
◆世界では１１０の国、地域が日本の消費税にあたる付加価値税を減税しています。ベトナムでは、2022年から実施した消費税減税によって景気を下支えし、25年も減税措置を延長することを決めています。日本でも消費税の減税・廃止を実現させようではありませんか。
◆自公政権は防衛費拡大を強行し、25年度予算案では史上初めて8兆円を超えました。この３年間で３兆円も引き上げられ、全国でミサイル配備や弾薬庫建設が急速に進められています。税金は軍事費ではなく、暮らしに回せの声をご一緒にあげましょう。
◆いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率５％以下への減税、インボイス制度の廃止を求める国会請願署名です。「消費税を下げて物価を下げろ、インボイス廃止で作り手を守れ」の声を国会に届けるため、ご協力をお願いします。
